
　　証明書、給与明細、雇用保険関係の書類、客観的に仕送りの事実が確認できる書類（別居の場合）等）の写しを添付してください。

　　住民票については、情報連携により省略が可能ですが、場合によっては提出を求めることもあります。他にも、共済組合が指定する書類等を添付していた

　　だくことがあります。

　６　被扶養者を減員する場合は、対象者の組合員被扶養者証を添付してください。紛失した場合は、「組合員証等事故届兼滅失届」を併せて提出してください。

  ７　続柄は「長男」「長女」等、詳しく記入してください。

　１　「マイナンバー」欄は「＊」で表示しており、記入する必要はありません。（被扶養者を認定する場合のみマイナンバーの申告が必要となりますが、

　　対象者のマイナンバーについては、番号法第１４条第２項に基づき、地方公共団体情報システム機構（ＪＬＩＳ）に照会し、取得します。）

　２　「年間所得推計額」欄には、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、事業所得、その他の所得の推計額を記入してください。

　３　扶養事実の発生（消滅）の理由は、「異動年月日及び理由」欄に具体的に詳しく書いてください。

　　　なお、被扶養者の認定（取消し）を受けようとする者が、高齢者の医療の確保に関する法律第50条第2号の規定による障害の認定を受けている場合には、 共済組合受付印
　　当該欄にその者に係る被保険者証に記載された資格取得年月日及び有効期限を記入してください。

　４　※印欄は記入しないでください。

　５　本書を提出するときは、その事実を証明する書類、(住民票（ただし、マイナンバーを活用した情報連携により確認できる場合は、省略可）、婚姻届受理
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